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　　（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 190,045 17.6 16,675 39.9 13,670 53.5
15年  3月期 161,659 3.7 11,917 6.7 8,904 44.3

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 8,363 134.3 17.19 17.19 8.6 5.0 7.2
15年  3月期 3,570 － 7.47 － 4.1 3.4 5.5
(注)①期中平均株式数 16年  3月期   482,483,804 株　　　15年  3月期   470,958,927 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 6.00 3.00 3.00 2,894 34.6 2.8
15年  3月期 6.00 3.00 3.00 2,825 79.1 3.1
（注）16年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　        －    円  －  銭、　特別配当　         －    円  －  銭

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 279,618 104,103 37.2 215.65
15年  3月期 270,807 91,331 33.7 189.17
(注)①期末発行済株式数　16年  3月期    　482,422,505 株　15年  3月期    　482,545,104 株

 　 ②期末自己株式数　　16年  3月期        　644,394 株　15年  3月期        　521,795 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 96,000 7,500 4,500 3.00 － －
通　　期 193,000 15,000 9,000 － 4.00 7.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         18円66銭 ※期末配当金には、会社創立90周年による

　記念配当1円を含んでおります。

※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、
実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。



比較貸借対照表
（単位：百万円）

科            目 当 期 前 期 増   減
（平成１６年３月末） （平成１５年３月末）

【資産の部】 ％ ％
流     動     資     産

現 金 及 び 預 金 1,463 473 990

受 取 手 形 1,460 191 1,269

売 掛 金 39,107 34,242 4,865

有 価 証 券 371 371 － 

棚 卸 資 産 24,511 19,651 4,860

繰 延 税 金 資 産 769 2,951 △ 2,182

短 期 貸 付 金 682 760 △ 78

そ の 他 6,703 7,881 △ 1,178

貸 倒 引 当 金 (-) 157 (-) 210 53

流 動 資 産 計 74,914 26.8 66,314 24.5 8,599

固     定     資     産

 有  形  固  定  資  産

建 物 23,713 22,276 1,437

構 築 物 16,296 16,397 △ 100

機 械 及 び 装 置 48,096 45,296 2,799

そ の 他 68,027 63,493 4,533

有 形 固 定 資 産 計 156,133 55.8 147,463 54.5 8,669

 無  形  固  定  資  産 203 0.1 118 0.0 84

 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 24,531 18,414 6,116

関 係 会 社 株 式 等 18,716 32,093 △ 13,376

繰 延 税 金 資 産 － 216 △ 216

そ の 他 5,733 6,675 △ 941

貸 倒 引 当 金 (-) 615 (-) 568 △ 46

投 資 そ の 他 の 資 産 計 48,367 17.3 56,831 21.0 △ 8,464

固 定 資 産 計 204,704 73.2 204,414 75.5 290

繰     延     資     産 － － 78 0.0 △ 78

資     産     合     計 279,618 100.0 270,807 100.0 8,810
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（単位：百万円）

科            目 当 期 前 期 増   減
（平成１６年３月末） （平成１５年３月末）

【負債の部】 ％ ％

流     動     負     債

支 払 手 形 751 187 564

買 掛 金 25,322 23,769 1,553

短 期 借 入 金 43,175 48,260 △ 5,085

コマーシャルペーパー － 6,000 △ 6,000

一年以内返済予定の長期借入金 6,878 5,985 893

一年以内償還予定の社債 12,990 5,000 7,990

未 払 金 4,495 4,525 △ 29

未 払 費 用 8,767 7,478 1,289

未 払 法 人 税 等 1,649 25 1,624

新 株 予 約 権 395 395 －

そ の 他 11,264 8,058 3,206

流 動 負 債 計 115,691 41.4 109,684 40.5 6,006

固     定     負     債

社 債 25,000 37,990 △ 12,990

長 期 借 入 金 23,508 25,886 △ 2,378

繰 延 税 金 負 債 3,223 － 3,223

土地再評価に係る繰延税金負債 4,307 2,925 1,382

退 職 給 付 引 当 金 3,363 2,623 739

役員退職慰労金引当金 421 367 54

固 定 負 債 計 59,823 21.4 69,792 25.8 △ 9,968

負 債 合 計 175,514 62.8 179,476 66.3 △ 3,961

【資本の部】

資 本 金 35,302 35,302 －

資 本 剰 余 金 39,856 39,856 －

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 － 5,595 △ 5,595

任 意 積 立 金 3,562 1,918 1,643

当 期 未 処 分 利 益 13,320 3,315 10,005

利 益 剰 余 金 計 16,882 10,829 6,053

土 地 再 評 価 差 額 金 6,461 4,417 2,043

その他有価証券評価差額金 5,780 1,065 4,715

自 己 株 式 △ 180 △ 140 △ 39

資     本     合     計 104,103 37.2 91,331 33.7 12,772

負  債 ・ 資  本  合  計 279,618 100.0 270,807 100.0 8,810
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比較損益計算書
（単位：百万円）

科            目 当         期 前          期 増     減
（平成15.4.1～平成16.3.31） （平成14.4.1～平成15.3.31）

％ ％

売            上           高 190,045 100.0 161,659 100.0 28,386

売       上       原       価 136,364 71.8 117,214 72.5 19,150

売 上 総 利 益 53,680 28.2 44,445 27.5 9,235

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 37,005 19.4 32,527 20.1 4,478

営 業 利 益 16,675 8.8 11,917 7.4 4,757

 営    業    外    収    益

受 取 利 息 ・ 配 当 金 718 752 △ 33

そ の 他 977 1,280 △ 303

 営    業    外    費    用

支 払 利 息 1,309 1,483 △ 174

そ の 他 3,392 3,563 △ 171

経 常 利 益 13,670 7.2 8,904 5.5 4,766

 特       別       利       益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,841 － 1,841

固 定 資 産 売 却 益 394 803 △ 409

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 125 △ 125

 特       別       損       失

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 771 160 610

物流改善並びに樹脂設備整理損 574 － 574

投 資 有 価 証 券 評 価 損 423 3,315 △ 2,891

固 定 資 産 売 却 損 416 － 416

税  引  前  当  期  純  利  益 13,720 7.2 6,357 3.9 7,363

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 2,006 57 1,948

法   人   税   等   調   整   額 3,350 2,730 620

当     期     純     利     益 8,363 4.4 3,570 2.2 4,793

前    期    繰    越    利    益 1,785 2,474 △ 689

合 併 に よ る 未 処 分 利 益 受 入 額 707 － 707

利　益　準　備　金　取　崩  額 5,955 － 5,955

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 △ 2,043 △ 1,351 △ 691

中      間      配     当     額 1,447 1,377 69

当   期   未   処   分   利   益 13,320 3,315 10,005
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  利  益  処  分（案） 

（単位：百万円）

当    期 前    期 比較増減

    当  期  未  処  分  利  益 13,320 3,315 10,005 

    固定資産減価積立金取崩額 20 － 20 

計 13,341 3,315 10,026 

これを次のとおり処分します     

    配        当        金 1,447 1,447 0 
    （一株につき３円００銭）  （一株につき３円００銭）

    役   員   賞   与   金 70 50 20 

（内、監査役賞与金） （ 10 ） （ 7 ）

    固定資産減価積立金積立 － 32 △ 32 

    次  期  繰  越  利  益 11,824 1,785 10,038 

（注）・固定資産減価積立金の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
      ・当期は平成15年12月5日に1,447百万円（1株につき3円00銭）の中間配当を実施いたしました。
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注    記

１． 重要な会計方針に関する事項

（１） 有価証券の評価方法及び評価基準

有価証券（満期保有目的債券）……償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの……期末日前1ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法

　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの……移動平均法による原価法

（２） 棚卸資産の評価方法及び評価基準………総平均法による原価法

 ただし、樹脂加工事業のたな卸資産は、月次移動平均法による原価法

（３） 固定資産の減価償却方法…………………定額法

（４） 繰延資産の処理方法

     社債発行費

　　発生時に全額費用処理しております。

従来、社債発行費については、商法の規定に基づき、３年間で均等償却しておりましたが、繰延資産管理事務の

合理化及び財務体質の健全化のため、当会計期間より発生時に全額費用処理することに変更いたしました。

この変更に伴い、前期末残高７８百万円を営業外費用として全額費用処理した結果、従来と同一の方法によった

場合に比べ、当会計期間の営業外費用は２９百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少しておりま

す。

（５） 引当金の計上基準

        

貸 倒 引当金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回

収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 …… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見込額に基づき計上して

おります。

退職給付引当金 …… 従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。　なお、会計基準変更時差異（１１，

４９０百万円）については、１０年による按分額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。
（６） リース取引の会計処理方法……リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（７） 消費税等の会計処理方法…………税抜方式

２． 貸借対照表の注記事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（単位：百万円）
項        目 当　期　末

（平成 16年3月 31日）
前　期　末

（平成 15年3月 31日）

①減価償却累計額 ２３１，８７２ ２１４，８５３

②偶発債務

   保 証 債 務
            

６，１３９ ５，７５９
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３． 損益計算書の注記事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項        目 当　　期 前　　期

減価償却実施額

　　有形固定資産

　　無形固定資産

１０，４０８

１６

９，２６３

１０

４．リース取引関係

 　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

５．有価証券関係

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
　＜子会社株式＞                                               　　　　　　　（単位：百万円）

項　　目 当　期　末

（平成 16年3月31日）

前　期　末

（平成15年3月31日）

貸借対照表計上額 ２，２７７ ２，２７７

時　　価 １５，９５８ １１，９９５

差　　額 １３，６８０ ９，７１８

　＜関連会社株式＞

　　　　 関連会社株式で時価のあるものはありません。

６．税効果関係

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　　　　　　　（単位：百万円）

当　期　末

（平成 16年 3月31日）
前　期　末

（平成 15年3月 31日）

繰延税金資産

　繰越欠損金

貸倒引当金損金算入限度超過額

　未払事業税

　役員退職慰労金引当金

　退職給付引当金超過額

　賞与引当金

　ゴルフ会員権評価損

　その他有価証券評価損

　その他

 繰延税金資産計

－

２１９

１９３

１６９

１，１５２

４５９

９１５

３９３

２６３

３，７６３

２，６６３

２５５

－

１４７

７１２

３２８

５４２

５１８

１８３

５，３４８

繰延税金負債

固定資産減価積立金

　その他有価証券評価差額金

　その他

 繰延税金負債計

２，３６２

３，８５４

１

６，２１７

１，３０１

７１１

１６９

２，１８１

繰延税金資産（負債）の純額 △２，４５４ ３，１６７

役員の異動

    別紙
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製 品 別 売 上 高 比 較

（単位：百万円）

当期 前期 増     減

製  品  名 （平成15.4.1～16.3.31） （平成14.4.1～15.3.31）

金    額 売上金額 金    額 売上金額 金    額 増 収 率

比    率 比    率

％ ％ ％

樹 Ｓ Ｍ ・ Ａ Ｂ Ｓ 38,108 20.1 35,279 21.8 2,829 8.0

化 脂

成 ・ 機 能 性 樹 脂 16,979 8.9 15,385 9.5 1,593 10.4

品

部 化 成 品 12,415 6.5 12,045 7.5 369 3.1

門

計 67,503 35.5 62,710 38.8 4,792 7.6

有

化 機 肥料・無機化学品 14,650 7.7 12,748 7.9 1,901 14.9

学 ・

品 無 有 機 化 学 品 20,128 10.6 20,711 12.8 △ 582 △ 2.8

部 機

門 計 34,778 18.3 33,460 20.7 1,318 3.9

加 機

工 能 樹脂加工製品他 42,510 22.4 21,535 13.3 20,975 97.4

製 ・

品 電 子 機 能 材 料 13,506 7.1 11,723 7.3 1,782 15.2

部

門 計 56,017 29.5 33,259 20.6 22,758 68.4

セ

建 メ
セ メ ン ト 他 17,935 9.4 17,191 10.6 744 4.3

材 ン

部 ト
特 殊 混 和 材 13,810 7.3 15,037 9.3 △ 1,227 △ 8.2

門 ・

計 31,746 16.7 32,229 19.9 △ 482 △ 1.5

合        計
190,045 100.0 161,659 100.0 28,386 17.6

(34,482) (18.1) (27,543) (17.0) (6,939) (25.2)

（注1）売上高の（  ）内は、輸出高を内書したものです。
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（参考）
平成16年3月期決算概要(連結／個別)

（注）億円未満の金額は、四捨五入して表示しております。 平成16年 5月10日
電気化学工業株式会社

１．業績 （単位：億円）
平成16年 平成15年 増減 平成17年 平成17年 増減
3月期 3月期 中間期予想 3月期予想 (対前年度）

売   上   高 2,511 2,438 73 1,260 2,570 59 
（単  独） (1,900) (1,617) (284) (960) (1,930) (30) 

営 業 利 益 215 180 34 105 225 10 
（単  独） (167) (119) (48) (85) (175) (8) 

経 常 利 益 176 126 50 85 190 14 
（単  独） (137) (89) (48) (75) (150) (13) 

当期純利益 106 48 58 50 110 4 
（単  独） (84) (36) (48) (45) (90) (6) 

２．セグメント別 連結売上高・営業利益 （単位：億円）
平成16年 平成15年 増減 平成17年 平成17年 増減
3月期 3月期 中間期予想 3月期予想 (対前年度）

樹脂・化成品 売上高 789 723 66 395 796 7 

営業利益 38 19 18 15 32 △ 6 

有機・無機化学品 売上高 360 348 13 174 349 △ 11 

営業利益 45 48 △ 3 19 35 △ 10 

機能・加工製品 売上高 781 780 2 404 847 66 

営業利益 103 93 11 58 127 24 

ｾﾒﾝﾄ・建材 売上高 314 316 △ 1 150 304 △ 10 

営業利益 25 16 9 13 28 3 

その他 売上高 266 272 △ 6 137 274 8 

営業利益 4 3 1 1 3 △ 1 
消去差 売上高 - - - - - - 

営業利益 1 1 △ 1 - - △ 1 
合  計 売上高 2,511 2,438 73 1,260 2,570 59 

営業利益 215 180 34 105 225 10 

３．主要指標 （単位：億円）

平成16年 平成15年 増減 平成17年 増減
3月期 3月期 3月期予想 (対前年度）

為替レート [円/$] 113.1 122.0 △ 8.9 105.0 △ 8.1 

国産ナフサ [円/kl] 25,575 24,025 1,550 27,500 1,925 
設 備 投 資 額 133 150 △ 17 140 7 
（単  独） (105) (104) (1) (110) (5) 

減 価 償 却 費 144 147 △ 3 135 △ 9 
（単  独） (104) (93) (12) (105) (1) 

研 究 開 発 費 85 87 △ 2 85 0 
（単  独） (74) (69) (4) (74) (0) 

有利子負債残高 1,204 1,400 △ 196 1,080 △ 124 
（単  独） (1,116) (1,291) (△ 176) (1,000) (△ 116) 
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役員の異動および業務分担変更（平成１６年６月２９日付)

1.第１４５回定時株主総会における取締役候補者の役職および業務分担

氏名 新役職および業務分担 現役職および業務分担

矢野　恒夫 取締役　相談役 代表取締役　会長

晝間　敏男 代表取締役　社長 代表取締役　社長

古屋　　猛

代表取締役　副社長
　社長補佐
　技術開発　総括
　技術部、研究開発部、知的財産部
　電力部、環境保安部、品質管理部
　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部、中央研究所　管掌

代表取締役　専務取締役
　技術開発　総括
　技術部、研究開発部、知的財産部
　電力部、環境保安部、品質管理部
　ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業部、中央研究所
　加工技術研究所、研究分析ｾﾝﾀｰ　主管

大竹　道夫
専務取締役
　電子材料事業本部長　委嘱

常務取締役
　千葉工場長　委嘱

伊藤　　東
専務取締役
　研究開発　主管

常務取締役
　青海工場長　委嘱

川端　世輝

専務取締役
　経理部、経営企画室、資材部
　物流合理化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ
　包装資材事業部、医薬事業部
　デンカ化工㈱、ﾃﾞﾝｶﾎﾟﾘﾏｰ㈱　主管

常務取締役
　経理部、経営企画室
　物流合理化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ、製品事業部
　デンカ化工㈱、ﾃﾞﾝｶﾎﾟﾘﾏｰ㈱　担当

三神　芳明

専務取締役
　ｽﾁﾚﾝ事業部、機能樹脂事業部
　化成品事業部、有機化学品事業部
　海外(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ､上海)主管
　ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾘﾐﾃｯﾄﾞ　統括

常務取締役
　樹脂事業本部長　委嘱
　有機化学品事業部、事業企画部　担当
　海外(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ､ﾆｭｰﾖｰｸ､ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ)担当
　ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾘﾐﾃｯﾄﾞ　統括

林 　俊一

常務取締役
　無機化学品事業部、肥料事業部
　ｾﾒﾝﾄ事業部、特殊混和材事業部
　支店　担当

常務取締役
　ｾﾒﾝﾄ建材事業本部長　委嘱
　肥料事業部、大阪支店　担当

土亀　憲一
常務取締役
　秘書室、総務部、人事部　担当

常務取締役
　秘書室、総務部、人事部　担当

高城　圭介
常務取締役
　(東洋スチレン株式会社 代表取締役社長)

常務取締役
　(東洋スチレン株式会社 代表取締役社長)

林 　　敬

常務取締役
　建材事業部、産業資材事業部
　樹脂加工事業企画部　担当

常務取締役
　樹脂加工事業部　担当
　樹脂加工事業部長　委嘱

小林　　晃
取締役
　大牟田工場長　委嘱

取締役
　大牟田工場長　委嘱

南井　宏二

取締役
　経理部長　委嘱
　ERPﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ　担当

取締役
　経理部長　委嘱
　ERPﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ　担当

虎谷　　卓
取締役(新任)
　千葉工場長　委嘱

(千葉工場次長）

豊岡　重利
取締役(新任)
　青海工場長　委嘱

(ATCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ)

前田　哲郎
取締役(新任)
　電子材料事業本部　企画推進室長　委嘱

(研究開発部長)
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2.退任

氏名 新役職等 現役職および業務分担

和久利 壽男
山富商事株式会社
　代表取締役社長に就任予定

常務取締役
　資材部、電子･機能材料事業部
　無機化学品事業部、医薬事業部　担当

浅井 新一郎
中央研究所・技監 常務取締役

　中央研究所長　委嘱

松村　秀樹
デンカ生研株式会社
　常勤監査役に就任予定

取締役
　加工技術研究所長　委嘱

以  上
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